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​重要事項説明書​

​１　就労継続支援Ｂ型サービスを提供する事業者について​

​事業者名称​ ​株式会社リミックスプロダクツ​

​代表者氏名​ ​岡田　浩人​

​本社所在地​

​（連絡先）​

​愛知県名古屋市中区錦二丁目５番33 錦21号館　３階​

​（電話番号　052-220-6606　ﾌｧｯｸｽ番号 052-220-6607）​

​法人設立年月日​ ​1999年７月27日​

​２　ご利用者へのサービス提供を担当する事業所について​

​(1)　事業の所在地等​

​事業所名称​ ​ティアラボ​

​サービスの主​

​たる対象者​

​知的障がい者​

​精神障がい者​

​難病等対象者​

​名古屋市指定​

​事業所番号​
​2316102215 （2026年５月１日指定）​

​管理者​ ​岡田　浩人​

​サービス管理​

​責任者​
​島田　竜彰​

​事業所所在地​ ​名古屋市中区錦2-5-33錦21号館1F​

​連絡先​ ​連絡先電話・ﾌｧｯｸｽ番号　052-222-2338​

​事業所の通常​

​の事業実施地​

​域​

​名古屋市全域​

​事業所が行う他​

​の指定障がい福​

​祉サービス​

​なし​

​利用定員​ ​20名​

​開設年月日​ ​2026年５月１日​
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​(2)　事業の目的および運営方針​

​事業の目的​

​障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための​

​法律（以下「法」という。）に規定する指定就労継続支援Ｂ​

​型の事業の適正な運営を確保するために必要な人員及び管理​

​運営に関する事項を定め、利用者に対する適切なサービスを​

​提供することを目的とする。​

​運営方針​

​　事業所は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営む​

​ことができるよう、通常の事業所に雇用されることが困難で​

​あって、雇用契約に基づく就労が困難な者に対して、就労の​

​機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提​

​供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練そ​

​の他の便宜を適切かつ効果的に行う。​

​　事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の​

​立場に立ってサービスの提供を行う。​

​　事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必​

​要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施​

​する等の措置を講ずる。​

​　事業所は、名古屋市指定障害福祉サービスの事業等の人​

​員、設備及び運営に関する基準等を定める条例(平成24年12​

​月25日名古屋市条例第80号)その他関係法令を遵守し、事業​

​を実施する。​

​(3)　営業日及び営業時間​

​営業日​

​月曜日から金曜日までとする。​

​（場合により土日祝を開所する場合がある）​

​ただし、国民の祝日及び12月29日から１月３日までを除く。​

​営業時間​ ​午前９時から午後６時までとする。​

​(4)　サービス提供可能な日と時間帯​

​サービス提供日​

​月曜日から金曜日までとする。​

​（場合により土日祝を開所する場合がある）​

​ただし、国民の祝日及び12月29日から１月３日までを除く。​

​サービス提供​

​時間​
​午前10時から午後６時までとする。​

​３　事業所の構造・設備について​

​(1)　構造​

​構造​ ​鉄筋コンクリート​

​敷地面積​ ​118.15㎡​

​延床面積​ ​189.42㎡​



​　　　　　　　​

​(2)　設備​

​設備の種類​ ​部屋数​ ​備　　　　　　　　　考​

​訓練室​ ​1室​

​作業室​ ​1室​

​相談室​ ​1室​

​洗面所​ ​1室​

​便所​ ​2室​

​多目的室​ ​1室​

​事務室​ ​1室​

​４　職員体制等ついて​

​(1)　各職種の職務の内容​

​職種​ ​職　　　務　　　内　　　容​

​管理者​

​管理者は、職員の管理、指定就労継続支援Ｂ型の利用の申し​

​込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元​

​的に行うとともに、法令等において規定されている指定就労​

​継続支援Ｂ型の実施に関し、事業所の職員に対し遵守させる​

​ため必要な指揮命令を行います。​

​サービス管理​

​責任者​

​①　適切な方法により、利用者の有する能力、置かれている​

​環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希​

​望する生活や課題等の把握（以下「アセスメント」とい​

​う。）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことがで​

​きるように支援する上での適切な支援内容を検討します。​

​②　アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、事業所​

​が提供する指定就労継続支援Ｂ型以外の保健医療サービス​

​又はその他の福祉サービス等との連携も含めて、利用者の​

​生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を​

​向上させるための課題、指定就労継続支援Ｂ型の目標及び​

​その達成時期、指定就労継続支援Ｂ型を提供する上での留​

​意事項等を記載した個別支援計画書の原案を作成します。​

​③　個別支援計画書の原案の内容を利用者に対して説明し、​

​文書により利用者の同意を得た上で、利用者に交付し（署​

​名をいただき）ます。​

​④​ ​個​​別​​支​​援​​計​​画​​書​​作​​成​​後、​​実​​施​​状​​況​​の​​把​​握​​（利​​用​​者​​に​​つ​​い​

​ての継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、少​

​なくと６ケ月に１回以上見直しを行い、必要に応じて計画​

​内容の変更をします。​

​⑤　利用申込者の利用に際し、障がい福祉サービス事業者等​
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​に対する照会等により、利用申込者の心身の状況、事業所​

​以外における指定障がい福祉サービス等の利用状況等を把​

​握します。​

​⑥　利用者の心身の状況や置かれている環境等に照らし、自​

​立した日常生活を営めるよう定期的に検討を行います。そ​

​の上で、自立が可能と認められる利用者に対しては、必要​

​な支援を継続的に提供します。​

​⑦　他の職員に対する技術指導及び助言を行います。​

​職業指導員​

​　職業指導員は、個別支援計画に基づき、就労の機会の提供​

​及び職場実習の開拓を行い、一般就労後も職場定着を図るた​

​めの支援を行います。​

​生活支援員​
​　生活支援員は、個別支援計画に基づき、日常生活上の支援​

​を行います。​

​(2)　職員配置​

​職種​ ​員数​
​常勤​ ​非常勤​ ​常勤​

​換算​
​備考​

​専従​ ​兼務​ ​専従​ ​兼務​

​管理者​ ​１​ ​１​ ​１​

​サービス管理責​

​任者​
​１​ ​１​ ​１​

​職業指導員​ ​２​ ​１​ ​１​ ​1.5​

​生活支援員​ ​２​ ​１​ ​１​ ​1.5​

​(3)　勤務体系​

​職種​ ​勤　　　務　　　体　　　系​

​管理者​ ​正規の勤務時間帯（９：00〜18：00）​

​サービス管理責​

​任者​
​正規の勤務時間帯（９：00〜18：00）​

​職業指導員​ ​正規の勤務時間帯（９：00〜18：00、11：00〜15：00）​

​生活支援員​ ​正規の勤務時間帯（９：00〜18：00、11：00〜15：00）​
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​５　提供するサービスの内容と料金および利用者負担額について​

​(1)​​　提供するサービスの内容​

​サービスの種類​ ​サ　ー　ビ　ス　の　内　容​

​個別支援計画の​

​作成​

​　利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、生​

​活全般の質を向上させるための課題や目標、支援の方針等​

​を記載した個別支援計画の作成を作成します。​

​食事の提供​ ​　希望により、食事を提供します。​

​就労に必要な知​

​識、能力を向上​

​するための訓練​

​　一般就労に必要な知識、能力の向上のための必要な訓練を​

​行います。またその他の便宜を適切かつ効果的に行います。​

​就労の機会の提​

​供及び生産活動​

​雇用契約を締結しない就労や生産活動の機会を提供すると​

​ともに、就労への移行に向けた支援を行います。​

​　以下の生産活動を行っています。​

​①　カフェや花屋の業務補助​

​②　物品製作および販売​

​③　ＳＮＳ運用​

​＜工賃の支払い＞​

​　上記生産活動における事業収入から必要経費を差し引い​

​た額に相当する金額を工賃として、生産活動に従事してい​

​る利用者に支払います。​

​求職活動支援​

​個別支援計画に基づき、公共職業安定所での求職の登録、そ​

​の他利用者が行う求職活動が円滑に行えるよう支援します。​

​また、障がい者就業・生活支援センター等の関係機関と連携​

​し、利用者の就労に対する意向及び適正に応じた求人を開拓​

​します。​

​職場定着支援​

​障がい者就業・生活支援センター等の関係機関と連携して、​

​利用者が就職した後も、職業生活における相談等の支援を継​

​続します。​

​生活相談​
​利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況​

​等把握して、適切な相談・助言・援助等を行います。​

​健康管理​

​毎朝、ご家庭で検温をし、体調の確認等ご家族に確認をお​

​願いします。通所後、体調不良や緊急時必要に応じてご家​

​族への連絡、医療 機関等へ搬送いたします。​

​施設外支援​
​施設外就労を含めた個別支援計画が事前に作成され、就労​

​能力や工賃の向上及び一般就労への移行支援を行います。​

​施 設 外 就 労​

​支 援​

​利用者の心身の状況や意向・適正、その他の事情を踏まえ、​

​必要に応じて個別支援計画に基づき施設外就労を行います。​

​在宅就労​

​在宅でのサービス利用を希望する者へ、必要な支援を行い​

​ます。支援を受ける為 には市町村が必要と判断したうえ​

​で、一定の要件を満たす必要があります。​
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​（2）サービス利用料（1日あたりの目安）​

​当​​事​​業​​所​​の​​サー​​ビ​​ス​​利​​用​​料​​は、​​厚​​生​​労​​働​​大​​臣​​が​​定​​め​​る​​告​​示​​の​​単​​位​​数​​に​​基​​づ​​き​​算​​定​

​されます。新規開所事業所のため、前年度の工賃実績がない区分（区分Ⅵ）からス​

​タートいたします。​

​　　  ①　基本報酬：就労継続支援B型サービス費（Ⅵ）…… 590単位／日​

​　　　 　※定員20名以下の区分を適用。​

​　　 　　※この単位数は、次年度以降、前年度の平均工賃実績に応じて毎年4月に見​

​　　　　　直しが行われます。​

​　  　②　利用者負担額の計算方法​

​　​​　​​　​​　​​上​​記​​単​​位​​数​​に、​​名​​古​​屋​​市​​の​​地​​域​​単​​価​​を​​乗​​じ​​た​​金​​額​​の​​「１​​割」​​を​​原​​則​​と​​し​​て​

​　　　　　お支払いいただきます。​

​　　     ※地域単価：10.86円（名古屋市 ３級地）​

​　　　　​

​（3）お支払いの上限について​

​　​ ​前​​項​​の​​計​​算​​に​​関​​わ​​ら​​ず、​​お​​客​​様​​が​​支​​払​​う​​月​​額​​の​​合​​計​​は、​​お​​住​​ま​​い​​の​​自​​治​​体​​が​​発​​行​

​する「障害福祉サービス受給者証」に記載された「負担上限月額」を超えることはあ​

​りません。​

​（4）加算項目​

​　　　①　事業所がとっている体制により、下表のとおり料金が加算されます。​

​加算項目​ ​利用料​ ​利用者負担額​ ​内　　　　　容​

​福祉専門職​

​員配置等加​

​算​

​150円​

​【(Ⅰ)15単位】​
​左記の１割​

​　(Ⅰ)(Ⅱ)の場合、生活支援員​

​のうち、有資格者が一定割合以​

​上場合、利用１日につき加算さ​

​れます。​

​　(Ⅲ)の場合、生活支援員のう​

​ち、勤務形態が常勤のものが​

​75%、又は勤続年数が３年以上​

​のものが30%を超える場合、利​

​用１日につき加算されます。​

​就労移行支​

​援体制加算​

​【加算（Ⅰ）​

​平均工賃2万円以​

​上2万5千円未満​

​(65単位)の場合】​

​利用定員20名以下​

​左記の１割​

​　一般就労への移行後、６か月​

​連続して就労している利用者​

​が、前年度において定員の5%を​

​超える場合、利用１日につき加​

​算されます。​

​目標工賃達​

​成指導員配​

​置加算​

​89単位​
​左記の１割​

​　目標工賃達成指導員を常勤換​

​算法で1人以上配置しており、​

​手厚い人員体制をもって、目標​

​工賃の達成に向けた取り組みを​

​行う場合、利用１日につき加算​

​されます。​

​医療連携体​

​制加算​

​加算（Ⅰ）​

​32単位​ ​左記の１割​

​　医療機関との連携により、看​

​護職員が事業所等を訪問して利​

​用者に対して看護を行った場合​

​負担上限月額等に関する詳細については、お住まいの市町村窓口までお問合せく​

​ださい。​
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​や介護職員等に痰の吸引等に係​

​る指導を行った場合、利用１日​

​につき加算されます。​

​　　　②　事業所がとった対応の内容により、下表のとおり料金が加算されます。​

​加算項目​ ​利用料​ ​利用者負担額​ ​内　　　　　容​

​初期加算​
​327円​

​（30単位）​
​左記の１割​

​サービス利用の初期段階（開始​

​から30日間）において、利用１​

​日につき加算されます。​

​訪問支援特​

​別加算​

​2,019円​

​【加算(1)187単​

​位の場合】​

​3,040円​

​【加算(2)280単​

​位の場合】​

​左記の１割​

​　継続して利用する利用者が連​

​続して５日間利用しなかったと​

​きに、職員が居宅を訪問して相​

​談援助を行った場合に加算され​

​ます。​

​月２回まで加算されます。​

​欠席時対応​

​加算​

​940円​

​（94単位）​
​左記の１割​

​　利用者が急病等により利用を​

​中止した場合に、連絡調整や相​

​談援助を行った場合に加算され​

​ます。​

​月４回まで加算されます。​

​食事提供体​

​制加算​

​327円​

​（30単位）​
​左記の１割​

​　支給決定のある利用者に事業​

​所が食事を提供した場合、１日​

​につき加算されます。​

​利用者負担​

​上限額管理​

​加算​

​1,636円​

​（150単位）​
​左記の１割​

​　利用者の依頼により、利用者​

​の負担上限月額を超えて事業者​

​が利用者負担額を徴収しないよ​

​うに、利用者負担額の徴収方法​

​の管理を行った場合に加算され​

​ます。​

​（5）その他の費用について​

​内　　容​ ​料　　　　　　　　金​

​日用品費の実費​ ​　実費相当額​

​食事の提供に係る費用​ ​　昼食：１食につき100円​

​その他日常生活において通常必要となるもの​

​に係る費用であって、その利用者に負担させ​

​ることが適当と認められるものの実費​

​　実費相当額​

​キャンセル料（利用者の病状の急変や急な入​

​院等の場合は、キャンセル料は請求いたしま​

​せん）​

​　３日前までのご連絡の場合、​

​キャンセル料は不要です。​

​　３日前までにご連絡がない場​

​合１日あたりの利用料の100％を​

​請求いたします。​
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​６　利用者負担額及びその他の費用の支払い方法について​

​利用者負担​

​額その他の​

​費用の支払​

​い方法につ​

​いて​

​　サービス利用料金（利用者負担額）及びその他の費用（昼食​

​代、行事費等）は、1ヶ月ごとに計算し、ご請求いたします。​

​　当事業所では、原則として毎月発生する工賃と、お支払いいた​

​だく利用料・諸費用を差し引きする方法により精算を行います。​

​・工賃 ＞ 利用料等の場合：差し引き後の差額を現金にてお支払​

​　　　　　　　　　　　　　いします。​

​・工賃 ＜ 利用料等の場合：不足分については、別途指定の期日​

​　　　　　　　　　　　　　までに事業所へお支払いいただきま​

​　　　　　　　　　　　　　す。​

​＊この精算方法については、利用者（および身元引受人）の同意​

​を得た上で行うものとします。　​

​　※　利用料、その他の費用の支払いについて、支払い能力があるにもかかわらず支​

​払い期日から３月以上遅延し、故意に支払いの督促から14日以内にお支払がない場合​

​には、契約を解約した上で、未払い分をお支払いただくことがあります。​

​７　サービスの提供にあたっての留意事項​

​(1) 市町村の支給決定内容等の確認​

​サー​​ビ​​ス​​の​​提​​供​​に​​先​​立っ​​て、​​受​​給​​者​​証​​に​​記​​載​​さ​​れ​​た​​支​​給​​量・​​支​​給​​内​​容・​​利​​用​​者​

​負担上限月額を確認させていただきます。受給者証の住所、支給量などに変更が​

​あった場合は速やかに事業者にお知らせください。​

​(2) 個別支援計画の作成​

​受​​給​​者​​証​​に​​記​​載​​さ​​れ​​た​​支​​給​​決​​定​​内​​容​​に​​基​​づ​​き、​​利​​用​​者​​お​​よ​​び​​ご​​家​​族​​の​​意​​向​​を​​十​

​分反映した「個別支援計画」を作成します。計画の策定にあたっては、あらかじ​

​め原案の内容を詳しく説明し、ご本人の同意をいただいた上で決定するものとし​

​ます。​

​(3) 個別支援計画の変更等​

​個​​別​​支​​援​​計​​画​​は、​​利​​用​​者​​の​​心​​身​​の​​状​​況​​や​​意​​向​​の​​変​​化、​​ま​​た​​は​​置​​か​​れ​​て​​い​​る​​環​​境​

​の変化等に応じて、必要に応じて見直しや変更を行います。また、定期的なモニ​

​タリングの結果に基づき、常に最適な支援が提供できるよう柔軟に対応いたしま​

​す。​

​８　虐待の防止について​

​　事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防​

​止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号）」を遵​

​守するとともに、下記の対策を講じます。​

​（1）虐待防止に関する責任者を選定しています。​

​虐待防止に関する責任者​ ​　北條　美絵​

​（2）成年後見制度の利用を支援します。​

​（3）苦情解決体制を整備しています。​

​（4）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。​

​（5）虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置し、委員会を開催しています​
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​（年２回以上）​

​９　秘密の保持と個人情報の保護について​

​利用者及びそ​

​の家族に関す​

​る秘密の保持​

​について​

​　事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関す​

​る法律」及び「個人情報の保護に関する法律についてのガイドラ​

​イン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。​

​　事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）​

​は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密​

​を正当な理由なく、第三者に漏らしません。また、この秘密を保​

​持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続し​

​ます。​

​　事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密​

​を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後​

​においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約​

​の内容とします。​

​個人情報の保​

​護について​

​　事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、​

​サービス担当者会議等で使用する等、他事業者等に、利用者の個​

​人情報を提供しません。また利用者の家族の個人情報について​

​も、当該利用者の家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、​

​サービス担当者会議で使用する等、他の福祉サービス事業者等に​

​利用者の家族の個人情報を提供しません。​

​　利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙に​

​よるものの他、電磁的記録を含む。）については、管理者の注意​

​をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するも​

​のとします。​

​　事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその​

​内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または​

​削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成​

​に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複​

​写料などが必要な場合は利用者の負担となります。)​

​10　緊急時の対応方法について　　​

​　​​　​​サー​​ビ​​ス​​提​​供​​中​​の​​対​​応​ ​サー​​ビ​​ス​​提​​供​​中​​に​​利​​用​​者​​の​​病​​状​​急​​変​​や​​事​​故​​等​​が​​発​​生​​し​​た​

​場合は速やかに主治医への連絡や救急搬送等の必要な措置を講じます。あわせて、利​

​用者の病状　急変等の緊急時には、速やかに医療機関への連絡等を行います。​

​かかりつけ医療機関名​

​診療科​

​主治医​

​所在地​

​緊急連絡先氏名①​
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​住所​

​電話番号​

​続柄​

​緊急連絡先氏名②​

​住所​

​電話番号​

​続柄​

​11　協力医療機関について​

​協力医療機関は、治療を必要とする場合に協力を依頼している医療機関です。た​

​だし優先的な診療を保証するものではございません。​

​医療機関名称​ ​医療法人八事の森　杉浦医院​

​医院長名​ ​森　亮太​

​所在地・電話番号​ ​愛知県名古屋市昭和区山手通5-33-1　　　　　052-832-1063​

​診療科​ ​内科・小児科・訪問診療​ ​入院設備​ ​なし​

​12　事故発生時の対応方法について​

​利用者に対する指定就労継続支援Ｂ型の提供により事故が発生した場合は、都道​

​府県、市町村、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。​

​また、利用者に対する指定就労継続支援Ｂ型の提供により賠償すべき事故が発生​

​した場合は、損害賠償を速やかに行います。​

​市​

​町​

​村​

​市町村名​ ​名古屋市​

​担当部・課名​
​名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課事業者指導担​

​当​

​電話番号​ ​052-238-0567​

​市​

​町​

​村​

​市町村名​ ​利用者の居住区の市町村福祉課​

​担当部・課名​

​電話番号​
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​保険加入​

​下記の損害賠償保険に加入しています。​

​　保険会社名：損保ジャパン​

​　保　険　名：企業総合補償保険・賠償責任保険​

​　保障の概要：火災、落雷、破裂、爆発、施設賠償（対人・対​

​物）、賠償責任​

​13　非常災害対策及び業務継続計画（BCP）​

​非常災害対策​
​　別に定める消防計画により対応いたします。　​

​　避難訓練を年２回実施します。​

​業務継続計画​

​（BCP）の策定​

​　感染症や自然災害が発生した場合でも、サービスを継続するた​

​めの計画（BCP）を別に策定し、それに基づいた研修及び訓練を​

​定期的に行います。​

​防災設備​

​・自動火災報知機　　有　　・誘導灯　　　　　　有​

​・ガス漏れ報知器　　有　　・非常通報装置      有​

​・非常用電源　　　　有　　・スプリンクラー　　無​

​・室内防火栓　　　　有　　・震災に備えての備蓄（食糧・飲料​

​水）有​

​消防計画​
​消防署への届出日 :　2026年４月30日​

​防災管理者　　　 :　岡田　浩人​

​14　苦情解決の体制及び手順​

​(1)　 相談・苦情受付窓口の設置​

​利用者及びその家族からの相談・苦情に迅速かつ適切に対応するため、以下のと​

​おり窓口を設置します。（下表に記載のとおり）​

​（2） 相談・苦情への対応体制​

​　相談および苦情の申し出（電話、面談、書面等）があった場合は、原則として管​

​理者が対応します。管理者が不在または対応できない場合は、他の職員が一時対応​

​を行い、その内容を速やかに管理者へ報告する体制を構築します。​

​(3) 受付時の確認・記録事項​

​　迅速な解決を図るため、利用者氏名、サービス提供の月日及び時間、サービス​

​提供した職員の氏名（利用者がわかる場合）、具体的な苦情・相談　内容その他​

​参考となる事項等を確認し記録します。​

​(4) 解決の手順​

​①　検討会議の開催：管理者を中心として、相談・苦情処理のための検討会議を​

​開催します。​

​②　事実関係の整理と改善策の検討：サービス提供担当者からの概要説明に基づ​

​き、問題点の洗い出し・整理を行い、今後の改善策を策定します。​

​③　利用者への説明：検討した結果および改善内容について、管理者が利用者に​

​対し誠実に事情説明を行います。​

​④　関係機関への報告：必要に応じて、相談支援事業所および市町村等の関係機​

​関へ報告を行います。​
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​15　心身の状況の把握​

​利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉​

​サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。​

​16　連絡調整に対する協力​

​　　利用者の心身の状況、置かれている環境、および他の保健医療サービスや福祉​

​サービスの利用状況等の的確な把握に努めるものとします。​

​17　他の指定障がい福祉サービス事業者等との連携​

​市​​町​​村、​​他​​の​​指​​定​​障​​が​​い​​福​​祉​​サー​​ビ​​ス​​事​​業​​者​​及​​び​​保​​健​​医​​療​​サー​​ビ​​ス​​ま​​た​​は​​福​​祉​​　​

​　サービスの提供者と密接な連携に努めます。​

​18　サービス提供の記録​

​(1)​​サー​​ビ​​ス​​の​​提​​供​​日、​​内​​容、​​利​​用​​時​​間​​を​​サー​​ビ​​ス​​提​​供​​の​​終​​了​​時​​に​​利​​用​​者​​の​​確​​認​​を​​　​

​　　受けることとします。​

​(2) サービス提供実績記録票に利用者が記載し、職員は記載事項の確認を受けます。​

​(3) これらの記録は、サービス提供が完結した日から5年間保存します。利用者は、​

​　　事業者に対し、保存されているサービス提供記録の閲覧および複写物の交付を請​

​求​​す​​る​​こ​​と​​が​​で​​き​​ま​​す。​​（​​※​​複​​写​​等​​に​​か​​か​​る​​費​​用​​に​​つ​​い​​て​​は、​​実​​費​​を​​ご​​負​​担​​い​​た​

​【事業者の窓口】​

​（事業者の担当部署・窓口の名​

​称）​

​所​ ​在​ ​地​​　​​名​​古​​屋​​市​​中​​区​​錦​​二​​丁​​目​​5-33​ ​錦​​21​​号​

​館1階​

​電話番号・ﾌｧｯｸｽ番号　052-222-2338　​

​受付時間　午前９時から午後６時までとする​

​【市町村の窓口】​

​（利用者の居宅がある市町村の​

​障がい福祉サービス担当部署​

​の名称）​

​受給者証に記載されている​

​市区町村役場福祉課​

​【公的の窓口】​

​　名古屋市健康福祉局障害福祉部​

​　障害者支援課分室​

​所在地　　名古屋市中区栄三丁目18番１号​

​　　　　　​​ナディアパークビジネスセンタービル​​10階

​電話番号　​​052-238-0567​

​ﾌｧｯｸｽ番号 052-238-0578​

​受付時間　​​月曜日～金曜日​

​　　　　　　(休日・祝日・年末年始を除く)​

​　　　　　　​​8:45～17:15​

​【公的団体の窓口】​

​　名古屋市社会福祉協議会​

​　福祉サービス苦情相談センター​

​所 在 地　名古屋市北区清水四丁目17番1号​

​名古屋市総合社会福祉会館5階​

​電話番号　​​052-910-7976​

​ﾌｧｯｸｽ番号​​052-910-7977​

​受付時間　月曜日​​～金曜日​

​　　　　　　(休日・祝日・年末年始を除く)​

​　　　　　​​　9:00～12:00/13:00～17:00​
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​だきます。）​

​19　その他​

​　　本契約に定めのない事項、または本契約の解釈に疑義が生じた事項については、​

​関係法令に基づき、利用者（保護者）と事業者が誠意をもって協議し、必要に応じて​

​書面にて別途合意するものとします。​

​20　事業所ご利用の際にご留意いただく事項​

​感染症対策​

​　事業所利用者がインフルエンザ等の他者に感染する疾病​

​であることを、医師が診断した場合、医師の完治連絡が出​

​るまで事業所利用は出来ません。なお、感染症の蔓延防止​

​及び業務継続のための対応については、本規定第13条に定​

​める業務継続計画（BCP）に基づき適切に実施します。​

​設備・器具の利用​

​　事業所内の設備、器具は本来の用法に従ってご利用くだ​

​さい。これに反したご利用により破損が生じた場合、賠償​

​していただくことがあります。​

​貴重品の管理​

​　貴重品は、利用者の責任において管理していただきま​

​す。自己管理のできない利用者につきましては貴重品を事​

​業所に持ち込まないようお願いします。​

​宗教活動・政治活​

​動・営利活動​

​　利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する​

​宗教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮ください。​

​21　サービス利用開始可能年月日​

​サービス利用開始年月日​ ​　　　　　　　　年　　　　月　　　　日​

​上記内容について、利用者に説明を行いました。​

​　　　年　　　月　　　日​

​　​

​事業者名称​ ​株式会社リミックスプロダクツ​

​所在地​

​（連絡先）​

​愛知県名古屋市中区錦二丁目5番33 錦21号館　３階​

​（電話番号　052-220-6606　ﾌｧｯｸｽ番号　052-220-6607）​

​代表者名​ ​岡田　浩人​

​　​

​事業所名称​ ​就労継続支援B型事業所 ティアラボ​

​説明者氏名​
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​私は、重要事項の説明を受け、内容を承諾し本説明書の交付を受けました。​

​また、サービス提供に必要な範囲内（相談支援事業所や医療機関との連携、国保連​

​への請求等）で、私および家族の個人情報を使用することに同意します。​

​　​

​　　　年　　　月　　　日​

​利用者​

​住　所​

​氏　名​ ​　　　　　　　　　　　　　　　​

​代理人​

​住　所​

​氏　名​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​

​　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄）　　　​

​　​


